（様式第１号　単体用）

令和６年度森フェス実施業務委託
企画提案競技参加申込書兼誓約書

令和６年　　月　　日

　森フェス実行委員会
委員長　　　　　　　　　　　殿

住所
商号又は名称
代表者氏名                    
　令和６年度森フェス実施業務委託に関する企画提案競技に参加したいので、下記のとおり添付書類を添えて申し込みます。

　また、別紙のとおり実施要項の「３　参加資格」の要件を満たす者であること、及び添付書類の内容は事実と相違ないことを誓約します。

　なお、後日誓約内容に虚偽があることが判明した場合は、いかなる措置を受けても異存のないことを誓約します。

１　参加申込者概要（様式第２号）
２　３の⑶の①に関する書類（様式第３号）
	【連絡担当者】
	所属・職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	


（チェックリスト）
	企画提案競技参加資格
	要件
（○、✕）

	１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。
	

	２　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てまたは破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。
	

	３　事業の受託業務に関するノウハウを有し、次の各項目に該当すること。
	

	
	⑴　事業の実施にあたり専任の担当者を配置し、県との打合会等に担当者等を出席させることが可能な者であること。
	

	
	⑵　宗教活動または政治活動を主たる目的とする者でないこと。
	

	
	⑶　特定の公職者（その候補者を含む）または政党を推薦し、支持し、または反対することを目的とする者でないこと。
	

	
	⑷　自己または自己の役員等が、次のいずれにも該当しない者であること及び次の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと。

ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

イ　暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

ウ　暴力団員が役員となっている事業者

エ　暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者

オ　暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約または資材、原材料の購入契約等を締結している者

カ　暴力団または暴力団員に経済上の利益や便宜を供与している者

キ　役員等が暴力団または暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど、社会的に非難される関係を有している者

ク　暴力団または暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
	

	４　警察当局から、暴力団員が実質的に支配する法人又はこれに準じるものとして、大分県発注業務からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。
	

	５　大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る競争入札に参加する者に必要な資格を有する者または同等の資質を有する者であること。
	

	６　大分県内に本社、支社、営業所またはこれらに類する事業拠点を有する者であること。
	


（様式第１号　共同企業体用）

令和６年度森フェス実施業務委託
企画提案競技参加申込書兼誓約書

令和６年　　月　　日

　森フェス実行委員会
委員長　　　　　　　　　　　殿
（共同企業体名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表構成員）住所
商号又は名称
代表者氏名                    印
（構成員）住所
商号又は名称
代表者氏名                    印
　令和６年度森フェス実施業務委託に関する企画提案競技に参加したいので、下記のとおり添付書類を添えて申し込みます。
　また、別紙のとおり募集要領の「３　参加資格」の要件を満たす者であること、及び添付書類の内容は事実と相違ないことを誓約します。

　なお、後日誓約内容に虚偽があることが判明した場合は、いかなる措置を受けても異存のないことを誓約します。

１　参加申込者概要（様式第２号）

２　３の⑶の①に関する書類（様式第３号）
３　共同企業体協定書の写し又は共同企業体の締結を確約する書類の写し

	【連絡担当者】
	所属・職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	


（チェックリスト）
１　構成員全てに必要な項目
	企画提案競技参加資格
	要件
（○、✕）

	１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。
	

	２　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てまたは破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。
	

	３　事業の受託業務に関するノウハウを有し、次の各項目に該当すること。
	

	
	⑴　事業の実施にあたり専任の担当者を配置し、県との打合会等に担当者等を出席させることが可能な者であること。
	

	
	⑵　宗教活動または政治活動を主たる目的とする者でないこと。
	

	
	⑶　特定の公職者（その候補者を含む）または政党を推薦し、支持し、または反対することを目的とする者でないこと。
	

	
	⑷　自己または自己の役員等が、次のいずれにも該当しない者であること及び次の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと。

ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

イ　暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

ウ　暴力団員が役員となっている事業者

エ　暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者

オ　暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約または資材、原材料の購入契約等を締結している者

カ　暴力団または暴力団員に経済上の利益や便宜を供与している者

キ　役員等が暴力団または暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど、社会的に非難される関係を有している者

ク　暴力団または暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
	

	４　警察当局から、暴力団員が実質的に支配する法人又はこれに準じるものとして、大分県発注業務からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。
	


２　構成員のいずれかに必要な項目

	企画提案競技参加資格
	要件
（○、✕）

	１　大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る競争入札に参加する者に必要な資格を有する者または同等の資質を有する者であること。
	

	２　大分県内に本社、支社、営業所またはこれらに類する事業拠点を有する者であること。
	

	３　共同企業体を代表する事業者が応募を行うこと。
	

	４　共同企業体を代表する事業者は、構成員のうちで最大の出資割合であること。
	


